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主 文 

被告人を懲役３年に処する。 

この裁判が確定した日から５年間その刑の執行を猶予する。 

京都地方検察庁で保管中の液体１本（領置番号省略）、麻薬水溶液７６．

８６８グラム（前同）及び同水溶液３本（前同）をいずれも没収する。 

被告人が株式会社Ａ銀行に対して有する被告人名義の通常貯金債権（記号

番号省略）のうち５０００円に相当する部分及びこれに対する令和２年２

月２７日からの利息債権をいずれも没収する。 

被告人から金６０００円を追徴する。 

訴訟費用は被告人の負担とする。 

        理 由 

【罪となるべき事実】 

第１（令和２年４月７日付け起訴状関係） 

被告人は、 

１ Ｂが、みだりに、令和元年７月１６日から同月１７日までの間、京都府京田

辺市ＣＤ番地ＥＦ号当時の同人方居室において、後記の「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」

と称するものを用い、３－［２－（ジメチルアミノ）エチル］インドール（別

名ＤＭＴ。以下、単に「ＤＭＴ」という。）又はその塩類（以下「ＤＭＴ等」

という。）を含有するアカシア・コンフサ根樹皮、クエン酸等に熱湯を加え、

攪拌し、ろ過する等して、麻薬であるＤＭＴ等を含有する水溶液約６００ミリ

リットルを製造し、 

２ 前記Ｂが、法定の除外事由がないのに、同月２３日頃、前記当時の同人方居

室において、前記のとおり製造した麻薬であるＤＭＴ等を含有する水溶液の一

部を飲用し、もって麻薬を施用する 

に先立ち、それぞれの情を知りながら、被告人が運営するインターネットサイト

「薬草協会」を通じて前記アカシア・コンフサ根樹皮の粉末にクエン酸、砂糖等
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を混ぜた「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」と称するもの 1 袋の購入申込みをした前記Ｂに対

し、同月４日頃、前記「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」と称するもの 1 袋を、ＤＭＴ等を含

有する水溶液を製造する方法等を記載した「図解！うまくいく清澄方法」等記載

の書面と併せて前記当時の同人方宛てに発送し、その頃から同月１６日頃までの

間に、これらを同人に受領させ、もって前記麻薬の製造及び施用の犯行を容易な

らしめて、これらを幇助した。 

第２（令和２年６月２６日付け起訴状関係） 

被告人は、令和２年１月２０日頃、日本国内の場所不詳において、Ｇが、みだ

りに、麻薬であるＤＭＴ等を含有する水溶液を製造するために用いることの情を

知りながら、ＤＭＴ等を含有するミモザ・テヌイフローラの粉末にクエン酸、砂

糖等を混ぜた「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」と称するもの２袋を、名古屋市Ｈ区ＩＪ丁目

Ｋ番Ｌ号ＭＮ号の同人宛てに発送し、同月下旬頃、これを同人に受領させ、もっ

て麻薬の製造に要する原材料を提供した。 

第３（令和２年８月１２日付け起訴状関係） 

被告人は、令和２年１月２４日、三重県志摩市Ｏ町ＰＱ番地所在のＯ郵便局に

おいて、Ｒが、みだりに、麻薬であるＤＭＴ等を含有する水溶液を製造するため

に用いることの情を知りながら、ＤＭＴ等を含有するミモザ・テヌイフローラの

粉末にクエン酸、砂糖等を混ぜた「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」と称するもの１袋及びＤ

ＭＴ等を含有するアカシア・コンフサ根樹皮の粉末にクエン酸、砂糖等を混ぜた

「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」と称するもの１袋を、大阪府枚方市ＳＴ丁目Ｕ番地所在の

Ｖ郵便局局留め同人宛てに発送し、同年２月３日、これを同人に受領させ、もっ

て麻薬の製造に要する原材料を提供した。 

第４（令和２年８月３１日付け起訴状公訴事実第１関係） 

被告人は、令和２年２月２４日頃、大阪府豊中市内において、Ｗが、みだりに、

麻薬であるＤＭＴ等を含有する水溶液を製造するために用いることの情を知りな

がら、ＤＭＴ等を含有するアカシア・コンフサ根樹皮の粉末にクエン酸、砂糖等
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を混ぜた「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」と称するもの１袋を、堺市Ｘ区Ｙ町Ｚ丁ａ番ｂ号

の同人宛てに発送し、同月２６日、これを同人に受領させ、もって麻薬の製造に

要する原材料を提供した。 

第５（令和２年５月２９日付け起訴状関係）  

被告人は、法定の除外事由がないのに、令和２年２月２６日頃、大阪府豊中市

ｃｄ丁目ｅ番ｆｇｈ号ｉ方において、麻薬であるＤＭＴ等を含有する水溶液を飲

用し、もって麻薬を施用した。 

第６（令和２年８月３１日付け起訴状公訴事実第２関係） 

被告人は、ｊが、みだりに、令和２年２月２９日頃、奈良県山辺郡ｋ村ｌｍ番

地の同人方において、ＤＭＴ等を含有するアカシア・コンフサの木片の粉末に、

クエン酸、熱湯を加え、攪拌するなどして、麻薬であるＤＭＴ等を含有する水溶

液約９００ミリリットル（領置番号省略はその鑑定残量）を製造するに先立ち、

その情を知りながら、被告人が運営するインターネットサイト「薬草協会」を通

じて前記アカシア・コンフサの木片の購入申込みをした前記ｊに対し、同月２８

日、大阪府豊中市内において、同木片を前記の同人方宛てに発送し、同月２９日、

これを同人に受領させ、もって前記麻薬の製造の犯行を容易ならしめて、これを

幇助した。 

第７（令和２年４月１４日付け起訴状関係） 

被告人は、 みだりに、令和２年３月３日、三重県志摩市Ｏ町ｎｏ番及びｐ番当

時の被告人方において、麻薬であるＤＭＴ等を含有する水溶液約８５８．７７４

グラム（領置番号省略はその鑑定残量）を所持した。 

【証拠の標目】 

（略） 

【事実認定の補足説明】 

第１ 前提事実 

ＤＭＴ等は、幻覚物質であり、麻薬及び向精神薬取締法（以下「麻向法」という。）
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により麻薬に指定されているが（同法２条１号、別表第１の７５号、麻薬、麻薬原

料植物、向精神薬及び麻薬向精神薬原料を指定する政令１条４９号〔号数は令和４

年政令第２５５号による改正後のもの〕）、ＤＭＴ等を含有する植物は、麻薬原料

植物に指定されておらず（同法２条４号、別表第２）、麻向法による規制はされて

いない（同法２条１号、別表第１の７６号ロ）。アカシア・コンフサ（以下、単に

「アカシア」という。）及びミモザ・テヌイフローラ（以下、単に「ミモザ」とい

う。）は、ＤＭＴ成分を含有する植物である。 

被告人は、数年前から、「薬草協会」と題するインターネットサイト（以下「本

件サイト」という。）を開設し、同サイト上で、アカシア又はミモザに含まれるＤ

ＭＴ成分の薬理効果を得るための商品として、アカシアの根樹皮（以下、これも単

に「アカシア」という。）の粉末（１５ｇ）又はミモザの粉末（１７ｇ）、クエン

酸、エリスリトール（甘味料）及び砂糖を原材料とする「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」とい

う商品を６０００円（アカシアの場合）又は７０００円（ミモザの場合）で販売し

ていた。本件サイトでは、ＤＭＴ成分の薬理効果を得ることを「酔う」と表現して

いて、「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」の商品紹介として、「一番最初に安心安全に酔いを試

すとしたらこれです。」、「酔うためにはＭＡＯＩと組み合わせる必要があります。」

などと記載されていた。なお、ＭＡＯＩ（モノアミン酸化酵素阻害薬）は、体内で

ＤＭＴ成分が分解されるのを阻害する働きを有している。また、本件サイトでは、

「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」の商品紹介の直下でアカシアの木片（３０ｇ）も５０００円

で販売されており、その商品紹介として、「混ぜ物による健康被害を防ぐため、木

片そのままの形での流通を勧めています。」、「一個で８回分です。」、「やすり

で削るかコーヒーミルで砕いてご使用ください。」などと記載していた。そして、

決済方法を記載したページでは、「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」を初心者用キット、アカシ

アの木片を経験者用と位置付けていた。 

被告人は、本件サイト上で「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」を購入した者に対し、同商品を

発送するに際し、「図解！うまくいく清澄方法」と題する書面を同封していた。同
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書面には、「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」に入っている脱酸素剤を取った上で熱湯６００ミ

リリットルの中に入れ、適宜振り混ぜながら室温に戻るまで放置し、これをキッチ

ンペーパーを使って漉し、これに（無調整豆乳と）付属の清澄剤（活性炭やゼラチ

ン）を入れて振ったりかき混ぜたりしてから、再度キッチンペーパーを使って漉す、

という方法が記載されている（以下、「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」を用いて生成する液体

を「本件お茶」という。）。 

被告人が、判示第１及び第６記載の正犯者並びに第２ないし第４記載の被提供者

に対し、本件サイトを通じた注文に応じて、各判示記載の「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」又

はアカシアの木片を販売したことに争いはなく、関係証拠によって優に認められる。 

第２ 主な争点 

 弁護人らは、①全ての事件に共通して、判示各記載の水溶液とされる物は、麻向

法上の麻薬原料植物以外の植物の一部と水等の混合液にすぎないから、同法上の麻

薬に当たらないし、そのような物の生成、所持及び身体への使用を、麻向法により

規制するのは不合理である、②麻薬製造の幇助事件（判示第１の１及び判示第６）

について、各水溶液とされる物の生成過程には化学的変化が伴っていないから、そ

の生成は麻向法上の製造に当たらない、③麻薬施用（幇助）事件（判示第１の２及

び判示第５）について、Ｂや被告人が飲んだ液体にＤＭＴが含有されていたかは不

明である、④麻薬製造の原材料提供事件（判示第２ないし第４）について、「Ｍｅ

ｄｉ－Ｔｅａ」は麻薬の製造行為に要する原材料（麻向法６８条）に当たらない上、

被告人は、各被提供者が本件お茶を生成する具体的計画や予定を知らなかったから

情を知っていたともいえない、⑤ｊによる麻薬製造の幇助（判示第６）について、

アカシアの木片は一般的に取引される価値中立的な商品であるから、被告人の行為

は合法的な商行為であって、被告人に麻薬製造の幇助犯は成立しない、などと主張

する。 

よって、本件の主な争点は、 

⑴ 判示第１（Ｂによる麻薬製造、施用の幇助）について 
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①Ｂが生成した本件お茶にはＤＭＴ等が含まれ、麻向法上の麻薬に当たるか 

②その生成や飲用が同法上の麻薬の製造及び施用として規制対象になるか 

⑵ 判示第２ないし第４（麻薬原材料提供）について 

①各被提供者が生成した（生成しようとした）本件お茶は麻向法上の麻薬に当

たり、その生成は同法上の麻薬の製造として規制対象になるか 

②「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」が麻薬の製造行為に要する原材料に当たり、被告人は、

各被提供者が本件お茶を生成することにつき情を知っていたといえるか 

⑶ 判示第５（麻薬施用）について 

被告人が飲用した液体にはＤＭＴ等が含まれ、麻向法上の麻薬に当たり、そ

の飲用は同法上の麻薬の施用として規制対象になるか 

⑷ 判示第６（ｊによる麻薬製造の幇助）について 

①ｊが生成した液体は麻向法上の麻薬に当たり、その生成は同法上の麻薬の製

造として規制対象になるか 

②アカシア木片を販売した被告人に麻薬製造の幇助犯が成立するか 

⑸ 判示第７（麻薬所持）について 

被告人が所持していた液体は麻向法上の麻薬に当たり、その所持は同法上の

麻薬の所持として規制対象になるか 

である。 

第３ 主な争点に対する判断 

１ 判示第１（Ｂによる麻薬製造、施用の幇助）について 

⑴ Ｂが生成した本件お茶にはＤＭＴ等が含まれ、麻向法上の麻薬に当たるか 

ア 関係証拠によれば、Ｂは、ＤＭＴ成分の薬理効果を得るため、本件サイ

トを通じて、アカシアを原材料とした「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」を購入するとともに、

別のインターネットサイトで、オーロリクス（ＭＡＯＩの商品名）を購入し、令和

元年７月１６日から翌１７日までの間、前記「図解！うまくいく清澄方法」と題す

る書面の記載に従い、「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」と熱湯６００ミリリットルを瓶の中に
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入れ、ふたを閉めて瓶を振り、計量カップの上にコーヒーフィルターをセットした

コーヒードリッパーを置き、そこに瓶の中のものを注ぎ込んで漉し、計量カップ内

の漉されたものを空になった瓶に戻し、「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」付属の清澄剤を入れ

た上でふたを閉めて振り、計量カップの上にキッチンペーパーをセットしたコーヒ

ードリッパーを置き、そこに瓶の中のものを注ぎ込んで漉して本件お茶約６００ミ

リリットルを生成したことが認められる。そして、Ｂは、同月２３日頃に、オーロ

リクス１錠と本件お茶の一部を飲用し、程なくして幻覚を体験したこと、同月２４

日にＢから任意提出された本件お茶の残り及び同日差し押えられたＢの尿からは、

いずれもＤＭＴが検出されたことが認められる。 

上記のとおりの本件お茶の生成方法や、Ｂが本件お茶を飲用して速やかにＤＭＴ

成分の薬理効果を得ていることからすると、アカシアに含まれていたＤＭＴ成分は、

本件お茶の中に溶け出していたものと相当程度推認することができる。 

そして、大学において薬用植物や生薬に関する全般を対象として研究しているｑ

証人は、ＤＭＴ分子には、その構造上、プラスに帯電した水素イオン（プロトン）

を引き寄せるプロトン親和性があり、水中では、水中に存在するプロトンと結合し

て分子全体がプラスに帯電してイオン化し、水分子に取り囲まれて水和すること、

クエン酸は水の中に入ると水素イオンが電離するので、クエン酸水溶液中の水素イ

オンは単なる水中よりも多くなり、同水溶液中にＤＭＴがあると、その水素イオン

とも結合してＤＭＴがイオン化し、単なる水中よりも多くのＤＭＴが水和すること、

水は植物の乾燥粉末の内外を自由に出入りすることができ、その際、水に溶解した

ものは水と一緒に出入りをするため、アカシアやミモザの乾燥粉末が水の中に入る

と、乾燥粉末に含まれるＤＭＴが水和し、ＤＭＴ濃度の低い植物の外に水和したＤ

ＭＴが移動することなどを証言する。 

ｑ証言は、専門的知見に裏付けられた具体的なものであって、全体として信用す

ることができる。ｑ証言によっても、アカシアやミモザの植物内でＤＭＴ成分がど

のような状態で存在しているかは不明であるものの、ＤＭＴが弱酸性のクエン酸水
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溶液でよく溶けることは、ＰｕｂＣｈｅｍ（アメリカ国立衛生研究所作成のデータ

ベース）の記載によっても裏付けられているし、ＤＭＴが植物細胞内の液胞内部に

蓄積されるなどして有機酸の塩となっていれば、単純なＤＭＴよりも水和しやすい

ことが認められる。そして、アカシアやミモザの植物内でＤＭＴ成分が、単純なＤ

ＭＴや有機酸の塩よりも水に溶けにくい状態で存在している可能性を指し示す証

拠はない。したがって、ｑ証言によると、Ｂが生成した本件お茶は、アカシアと弱

酸性の熱湯が攪拌されることで、アカシアに含まれるＤＭＴ等が水和して植物から

抽出された水溶液であることが強く推認される。なお、この場合、アカシアから抽

出される植物成分はＤＭＴ等だけではないものの、その水溶液がＤＭＴ等を含有す

る物であることに変わりはない。 

そして、Ｂが飲用した本件お茶の残りからＤＭＴが検出されたことは、上記推認

と整合的である。その鑑定試料を調製したｒ証人の証言によると、Ｂが飲用した本

件お茶の残りは、１ミリリットルよりはるかに少ない量しかなく、茶色い液体で目

に見える木片や粉末などはなく、調製の過程でアンモニア水等を加え、更にクロロ

ホルムを加えて激しく振動させ、その後、水の層とクロロホルムの層に分け、クロ

ロホルム層を鑑定試料にしたことが認められる。確かに、仮に上記お茶の残りに目

に見えないほどの微細なアカシア植物片が存在していた場合、クロロホルムを加え

て激しく振動させた際に、その植物片に含まれるＤＭＴ等がクロロホルムに溶出し

たことが考えられないではない。しかしながら、鑑定によりＤＭＴが検出されたの

はそのためであり、上記お茶の残りにはＤＭＴ等が全く溶けていなかったと考える

ことは、Ｂによる本件お茶の生成方法や本件お茶を飲用したときのＢの反応及びｑ

証言の内容と相容れないものとなるのであって、常識に照らして考えられない。な

お、後述するとおり、ｊは、Ｂと類似する方法でアカシアの木片から液体を生成し

ているところ、同液体の鑑定では、同液体を遠心分離にかけ、その上清を口径約０．

２マイクロメートルのフィルターで濾過した液体を用いて鑑定しており、それでも

ＤＭＴが検出されている。上記お茶の残りにＤＭＴ等が全く溶けていなかったと考
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えられないことは、このことによっても裏付けられている。 

 以上より、Ｂが生成し、飲用した本件お茶はＤＭＴ等を含有する物であり、麻向

法２条１号、別表第１の７６号所定の麻薬に当たる。 

イ 弁護人らは、①アカシアに含まれるＤＭＴ成分が、有機酸の塩の状態で

液胞膜の内部に蓄積され、既に水和した状態である可能性があるから、植物細胞か

ら出てきた水和したＤＭＴは植物細胞内の状態と同じ状態であって、植物の一部に

すぎないといえ、Ｂが生成した本件お茶は麻向法上の麻薬に当たらない、②国際麻

薬統制委員会（ＩＮＣＢ）の２０１２年版の年次報告書やフランスやイタリアの裁

判例によれば、麻薬の成分を含む植物を煮出したにすぎない水溶液は麻薬として規

制すべきでないなどと主張する。 

しかしながら、①について、アカシアに含まれるＤＭＴ成分が、有機酸の塩の状

態で液胞膜の内部に蓄積され、既に水和した状態で存在していたとしても、Ｂが本

件お茶を生成する過程で、Ｂの注いだ熱湯と渾然一体となり、本件お茶の一部とし

て植物外に存在することになるから、もはや植物の一部であるということはできな

い。また、②について、そもそもＩＮＣＢの年次報告書は、我が国における麻向法

の解釈を何ら拘束するものではない上、その記載内容も、麻薬の成分を含む植物の

使用が危険である旨各国政府に注意喚起するものであって、植物の製剤を規制すべ

きではないかのような意見が記載されているとは認められない。また、ＤＭＴのみ

を抽出できていなければ規制の対象としない旨のフランスの裁判例は、麻薬を含有

する物それ自体も麻薬であるとする我が国の麻向法の下では妥当しないと考えられ

るし、麻薬含有植物それ自体を使用したときと比較して、麻薬の含有割合を高める

などして薬理効果を増幅させなければ規制の対象としない旨のイタリアの裁判例は、

薬理効果の程度の違いのみに着目することに合理的な根拠があるとはいえないから、

これらの裁判例と同様の解釈をすることは相当でない。 

よって、弁護人らの上記各主張は採用することができない。 

⑵ Ｂによる本件お茶の生成及び飲用が、麻向法上の麻薬の製造及び施用とし
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て規制対象になるか 

ア 弁護人らは、①Ｂによる本件お茶の生成は、化学的な合成を経ていない

から、麻向法上の麻薬の製造に当たらない、②同法上、麻薬原料植物として指定さ

れていない麻薬含有植物（以下「未指定植物」という。）は規制対象でないから、

「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」から本件お茶を生成するような簡易な加工によって、未指定

植物から麻薬を含有する物を生成したり、それを使用したりすることが規制される

のであれば、あえて規制の対象から外した未指定植物の利用が制限されるに等しく

不合理であると主張し、また、ＤＭＴを含有する液体として、沖縄県下で用いられ

ている染料や柑橘類の飲料等を挙げ、これらと区別して本件お茶の生成や飲用のみ

を規制することの不合理性等も指摘している。そこで、このような弁護人らの主張

等も踏まえて、Ｂによる本件お茶の生成及び飲用が、麻向法による規制対象となる

か検討する。 

イ 麻向法は、厚生労働大臣から免許を受けた麻薬製造業者以外の者による

麻薬（ジアセチルモルヒネを除く。以下同じ。）の製造を原則として禁止している

ところ（同法２０条１項）、ここにいう製造には、不純物を含む麻薬から不純物を

除去して純粋な麻薬を作ること（精製）や麻薬に化学的変化を加えて他の麻薬にす

ることも含まれるが（同法２条１２号）、その字義どおり、麻薬以外の物を原料と

して麻薬を抽出しあるいは作り出すことも、当然に製造に当たると解される。 

弁護人らが主張する化学的な合成がいかなるものを指すのか不明であるものの、

麻向法は、明文上、化学的な合成を製造の要件にしているとは認められない。また、

弁護人らが主張する化学的な合成を経ない方法で、麻薬以外の物から麻薬を抽出し、

あるいは作り出した場合でも、麻薬濫用の危険はあり得るのであって、これを規制

し得なければ、麻薬の濫用による保健衛生上の危害を防止するという麻向法の目的

を全うすることができないことは明らかである。 

よって、この点に関する弁護人らの主張（前記①）は採用できない。   

ウ 麻向法は、麻薬取締法（昭和２８年３月１７日法律第１４号）が麻薬取
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締法等の一部を改正する法律（平成２年法律第３３号）によって改正された法律で

ある。改正前の麻薬取締法では、麻薬を、あへんアルカロイド系麻薬、コカアルカ

ロイド系麻薬及び合成麻薬に分類して規制しており、あへん法で規制されていたけ

しを除く麻薬含有植物は、一律に栽培が禁止されていた（同法１２条３項）。 

従前、我が国においては、麻薬やあへん、大麻を規制対象とする「麻薬に関する

単一条約（１９６１年）」に批准していたが、その他の幻覚剤、鎮痛剤等を規制対

象とする「向精神薬に関する条約（１９７１年）」には批准していなかった。しか

し、昭和６３年、世界的な薬物濫用の拡大に伴う麻薬等の不正取引等を規制対象と

する「麻薬及び向精神薬の不正取引の防止に関する国際連合条約（１９８８年）」

が発効し、我が国においても同条約に批准し、国際的な薬物取引規制に参画する必

要が生じたところ、そのためには、同条約が向精神薬として定める「向精神薬に関

する条約（１９７１年）」の付表Ⅰに掲げられた物質のうち、それまで我が国では

規制していなかったＤＭＴなどの物質を規制し、「向精神薬に関する条約（１９７

１年）」に批准する必要が生じた。そこで、平成２年法律第３３号により、麻薬取

締法を改正し、それまで国内で規制していなかったＤＭＴなどの物質を麻薬として

指定し、規制することになった（麻薬及び向精神薬を指定する政令の施行について

（平成２年８月２１日薬発第８４０号）参照）。もっとも、新たに麻薬として指定

する物質のうち植物に由来するものの原料植物については、その含有量や当時の社

会情勢等からして、規制する必要性までは認められない一方、これら植物を広く規

制してしまうと、それまで合法であり、麻薬の濫用による保健衛生上の危害の防止

等の改正法の目的に照らして何ら問題のなかった行為まで規制してしまうとともに、

これら植物の抜去等の取締りに多大な労力を要することになるといった弊害が想定

された。そこで、麻向法は、麻薬取締法のように麻薬含有植物の栽培を一律に禁止

するのではなく、栽培等を禁止する必要のある植物を麻薬原料植物に指定して、そ

の栽培を禁止し（麻向法２条４号、１２条３項）、麻薬を含有する同植物（その一

部を含む）を麻薬として厳格に規制する（麻向法２条１号、別表第１の７６号）一
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方で、未指定植物については規制せず、社会情勢等の変化に応じて規制の必要が生

じれば、その都度、麻薬原料植物に指定することにした（前記別表第２の４号参照）。 

以上のような麻向法の改正経緯や、麻薬の濫用による保健衛生上の危害を防止し

ようとした同法の目的からすると、麻向法は、未指定植物それ自体を規制対象にし

なかったにすぎず、同植物に含まれる麻薬成分の安全性を確認したわけでも、同植

物から麻薬を生成すること等を放任したわけでもないと解される。もっとも、麻薬

の濫用による保健衛生上の危害が何ら生じないにもかかわらず、未指定植物を利用

する過程で不可避的に麻薬が生成されたり、それが身体に用いられたりしてしまう

場合があり得るところ、それらを一律に規制の対象にしてしまうと、未指定植物を

規制しなかった麻向法の趣旨に反する帰結となってしまう。 

そこで、未指定植物から麻薬を生成することが製造に当たり、未指定植物から生

成された麻薬を身体に用いることが施用に当たるのは、麻薬の濫用による保健衛生

上の危害の生じるおそれがある場合に限られると解するのが相当である。麻向法は、

このような限定を明文上していないものの、合成麻薬や麻薬原料植物由来の麻薬の

生成等については、類型的に、麻薬の濫用による保健衛生上の危害の生じるおそれ

があると認められるのに対し、未指定植物についてそのようにいえないことは前述

したとおりである。したがって、上記解釈は、麻向法が麻薬を含有する植物につい

て、その栽培等を禁止する麻薬原料植物と、規制しない未指定植物の両者の存在を

認めていることと整合的であって妥当といえる。上記解釈によると、弁護人らが指

摘する沖縄県下で用いられている染料や柑橘類飲料等の生成や使用は、ＤＭＴ成分

の薬理効果を得るために行われるものではなく、それらの生成、使用により麻薬の

濫用による保健衛生上の危害が生じるおそれは何ら存しないから、麻向法の製造や

施用には当たらないというべきである。 

他方、Ｂは、ＤＭＴ成分の薬理効果を得るために、本件お茶を生成し、それをオ

ーロリクスと併用して飲んだのであるから、その生成と飲用には、麻薬の濫用によ

る保健衛生上の危害の生じるおそれがあると認められる。したがって、Ｂが本件お
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茶を生成したことは麻薬の製造に当たり、それを飲用したことは麻薬の施用に当た

る。 

 エ 弁護人らは、麻向法が明確性の原則に反し、罪刑法定主義（憲法３１条）

に反するなどとも主張するが、前記法律解釈を前提に、ある事実が麻薬の製造や施

用に当たるかは、通常の判断能力を有する一般人の理解において十分に判断可能で

あるといえる。よって、麻向法が違憲であるとか、同法に基づいてＢによる本件お

茶の生成及びその飲用を規制することが罪刑法定主義に反するとかいうことはでき

ない。 

⑶ 前記第１で認定した本件サイトの記載や、被告人が、Ｂに対し、「Ｍｅｄ

ｉ－Ｔｅａ」と併せて「図解！うまくいく清澄方法」と題する書面を送付したこと

からすると、被告人は、Ｂが、ＤＭＴ成分の薬理効果を得るために、「Ｍｅｄｉ－

Ｔｅａ」を使って本件お茶を生成し、それを飲用することを高い蓋然性をもって認

識・認容していたと認められる。したがって、被告人は、Ｂによる本件お茶の生成

と飲用に、麻薬の濫用による保健衛生上の危害の生じるおそれがあることを知りな

がら、「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」を発送したと認められる。 

よって、被告人には、Ｂによる麻薬の製造及び施用について幇助犯が成立する。 

２ 判示第２ないし第４（麻薬製造の原材料提供）について 

⑴ 各被提供者が生成した（生成しようとした）本件お茶は麻向法上の麻薬に

当たり、各被提供者による本件お茶の生成が、麻向法で規制される麻薬の製

造に当たるか 

 関係証拠によれば、各被提供者は、ＤＭＴ成分の薬理効果を得るために、「Ｍｅ

ｄｉ－Ｔｅａ」から前記「図解！うまくいく清澄方法」記載の方法で本件お茶を生

成した（生成しようとした）と認められる。したがって、前記１同様、各被提供者

が生成した（生成しようとした）本件お茶は麻向法上の麻薬に当たり、その生成に

は、麻薬の濫用による保健衛生上の危害の生じるおそれがあると認められるから、

麻向法で規制される麻薬の製造に当たる。 
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⑵ 「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」が麻薬の製造行為に要する原材料に当たり、被告人

は、各被提供者が本件お茶を生成することにつき情を知っていたといえるか 

 既に判示したことからすると、「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」が麻薬の製造行為に要する

原材料であることは明らかである。弁護人らは、「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」が麻薬の製

造行為に要する原材料に当たるとすると、本件お茶の生成に要した水等も原材料に

当たってしまい不合理であるなどと主張する。しかし、情を知って麻薬の製造行為

に要するものを提供すれば、そのもの自体が適法なものであっても処罰の対象にな

ることは、麻向法６８条の文言上明らかである。したがって、弁護人らの主張は失

当である。 

また、前記第１の事実からすると、被告人は、本件サイトを通じて「Ｍｅｄｉ－

Ｔｅａ」を注文した各被提供者が、ＤＭＴ成分の薬理効果を得るために、「Ｍｅｄ

ｉ－Ｔｅａ」から本件お茶を生成することを、高い蓋然性をもって認識・認容して

いたと認められる。したがって、被告人は、各被提供者が麻薬である本件お茶を製

造することにつき情を知っていたといえる。 

 以上より、被告人には、判示第２ないし第４のとおり、麻薬の製造行為に

要する原材料の提供罪が成立する。 

３ 判示第５（麻薬施用）について 

 被告人が飲用した液体にはＤＭＴ等が含まれ、麻向法上の麻薬に当たり、

その飲用は、麻向法上の麻薬の施用として規制対象になるか 

関係証拠によれば、被告人は、鍋に水１リットルとミモザの粉９０グラム、クエ

ン酸１０ミリリットルを入れて火にかけ、２０分ほど煮立たせた後に火を止め、人

肌以下の温度まで冷めるのを待ち、その後、無調整豆乳７５ミリリットルを入れて

かき混ぜ、ミモザの粉やポリフェノールなどが沈殿したら、キッチンペーパーを使

って漉し得られた液体を、ｉ方で冷凍保管していたこと、令和２年２月２６日頃、

ｉ方において、ＤＭＴ成分の薬理効果を得ながら音楽制作をするため、オーロリク

スを服用した後、解凍した上記液体６０ミリリットルにグレープフルーツジュース
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等を加えたものを飲用し、１０分程度で、ＤＭＴ成分の薬理効果を感じ始めたこと

が認められる。 

上記液体の生成方法等に照らすと、上記液体は、前記１同様、ミモザに含まれる

ＤＭＴ等が、熱せられたクエン酸水溶液に水和して植物から抽出された水溶液であ

ると認められる。したがって、上記液体は、麻薬を含有する物として、麻向法上の

麻薬に該当する。弁護人らは、冷凍や解凍を経た上記液体にＤＭＴが含まれていた

かは不明である旨主張する。しかし、被告人は、上記液体を飲用してから速やかに

ＤＭＴ成分の薬理効果を感じていること、冷凍や解凍を経ることにより水溶液中の

ＤＭＴ等が分解されるとの知見は認められないこと、「図解！うまくいく清澄方法」

には、本件お茶を凍らせれば酸化せずに２年以上使用できる旨記載されていること

からすると、冷凍・解凍による状態変化を経ても、上記液体にはＤＭＴ等が含まれ

ていたと認められる。 

そして、被告人は、ＤＭＴ成分の薬理効果を得ながら音楽制作をするため、上記

液体をオーロリクスと併用して飲んでおり、その飲用には、麻薬の濫用による保健

衛生上の危害の生じるおそれがあると認められるから、麻向法上の麻薬の施用とし

て規制対象になる。 

 以上より、被告人には、判示第５のとおり麻薬施用罪が成立する。 

４ 判示第６（ｊによる麻薬製造の幇助）について 

 ｊが生成した液体は麻向法上の麻薬に当たり、その生成は同法上の麻薬の

製造として規制対象になるか 

 関係証拠によれば、ｊは、従前からＤＭＴ成分の薬理効果を得るため「Ｍｅｄｉ

－Ｔｅａ」を購入して本件お茶を生成、飲用していたが、より経済的にＤＭＴ成分

の薬理効果を得ようとして、本件サイトを通じてアカシアの木片を購入し、令和２

年２月２９日頃、アカシアの木片１５グラムをコーヒーミルに入れて粉状に粉砕し、

そこに熱湯９００ミリリットルとクエン酸ひとつまみを加えてしばらく放置し、そ

の後に豆乳大さじ２杯を加えて、長めの箸でかき混ぜて、再び放置し判示第６記載
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の液体を生成したことが認められる。そして、鑑定の結果、ｊが生成した液体から

はＤＭＴが検出されているから、同液体は、前記１同様、アカシアに含まれるＤＭ

Ｔ等が弱酸性の熱湯に水和して植物から抽出された水溶液である、と考えるのが合

理的である。 

弁護人らは、前記１同様、鑑定試料にアカシアの植物片が混入し、鑑定の過程で

植物片内のＤＭＴが溶け出した可能性もあると主張する。しかしながら、関係証拠

によれば、ｊが生成した液体の鑑定では、同液体を遠心分離にかけ、その上清を口

径約０．２マイクロメートルのフィルターで濾過した液体を用いており、それでも

ＤＭＴが検出されている。それにもかかわらず、ｊが生成した液体にはＤＭＴ等が

全く溶けていなかったと考えることは、ｑ証言の内容と相容れないものとなるので

あって、常識に照らして考えられない。 

 以上より、ｊが生成した液体は麻向法上の麻薬に当たり、その生成には、麻薬の

濫用による保健衛生上の危害の生じるおそれがあると認められるから、同法上の麻

薬の製造として規制対象になる。 

 アカシアの木片を販売した被告人に麻薬製造の幇助犯が成立するか 

前記第１の本件サイトの記載からすると、被告人は、本件サイトを通じてアカシ

アの木片を購入する者の多くは、本件お茶を生成した経験のある者であって、購入

したアカシアの木片から、ＤＭＴ成分の薬理効果を得るために、本件お茶と類似の

水溶液を生成することを想定していたと認められる。したがって、被告人がｊにア

カシアの木片を販売した行為は、麻薬製造の幇助に当たる。 

 弁護人らは、アカシアの木片は、ＤＭＴを含有する水溶液の製造の他にも、染料

やアクセサリーに用いられる可能性もある価値中立的な商品であり、これを販売す

ることは合法的な商取引の域を出ないなどと主張する。しかし、被告人の本件サイ

トを通じたアカシアの木片の販売行為は、それを購入した者による麻薬の製造を予

定していると認められるから、採用することができない。 

 以上より、被告人には、ｊによる麻薬の製造について幇助犯が成立する。 
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５ 判示第７（麻薬所持）について 

 被告人が所持していた液体は麻向法上の麻薬に当たり、その所持は同法上

の麻薬の所持として規制対象になるか 

関係証拠によれば、被告人は、本件サイトで「Ｍｅｄｉ－Ｔｅａ」の広告写真に

用いたり、ろ過速度を速めたり清澄剤を選定したりする実験に用いるため、アカシ

アやミモザを原料とした複数の液体を生成し、令和２年３月３日、三重県内の当時

の被告人方において、ティーカップやペットボトルに入れて同液体を冷凍保管して

いたと認められ、鑑定の結果、その液体からはＤＭＴが検出された。被告人の上記

液体の生成目的等からすると、上記液体も、アカシアやミモザの粉末を熱せられた

クエン酸水溶液と混ぜ合わせるなどして生成したと強く推認される。したがって、

前記１同様、上記液体も、アカシアやミモザに含まれるＤＭＴ等が、熱せられたク

エン酸水溶液に水和して植物から抽出された水溶液であると強く推認され、被告人

が保管していた液体は麻向法上の麻薬に当たる。 

未指定植物から生成された麻薬を保管することが麻向法上の所持に当たるのは、

前記１ ウ同様、その保管により麻薬の濫用による保健衛生上の危害の生じるおそ

れがある場合に限られると解するのが相当である。そして、前記第１記載の被告人

の活動内容等からすると、その保管目的は、それ自体を身体に用いるか、そうでな

くても「薬草協会」の活動に役立てるものであったと強く推認され、その保管には、

麻薬の濫用による保健衛生上の危害の生じるおそれがあるというべきである。被告

人は、上記液体は飲用に適さない状態になっていたが、捨てるのがもったいなくて

保管していた、染色には使えるかなと思っていた旨供述するが、被告人が上記液体

と同様の液体を染色に使っていたことをうかがわせる証拠はないし、わざわざ冷凍

保管していたことからすると、前記推認は揺らがない。したがって、被告人による

上記液体の保管は、麻向法上の麻薬の所持として規制対象になる。 

 以上より、被告人には、判示第７のとおり麻薬の所持罪が成立する。 

第４ その余の弁護人らの主張に対する判断 
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弁護人らは、①被告人による判示記載の各行為は、精神疾患を治療するなどの目

的で行われた宗教的な行為であり、違法性が阻却される、②被告人の行為が違法な

行為であったとしても、被告人は合法であるとの確信を持って活動していたから、

違法性の意識がない、③検察官による追起訴は、有罪心証の形成や実験、時間稼ぎ

を目的とする不当なものであり、公訴権の濫用であって公訴棄却すべきであるなど

とも主張する。 

しかしながら、①について、麻薬は疼痛の軽減等のために医療上極めて高い価値

を有しているものの、中枢神経系に作用して精神機能に影響を及ぼす物質であるこ

とから、その濫用は社会全体に対して害悪をもたらすおそれが大きい。そこで、麻

向法は、麻薬について、原則として、厚生労働大臣等から免許を受けた者でなけれ

ば製造、施用、所持等することを禁止しており、その禁止は同法の目的に照らして

合理的なものである。したがって、免許を持たない被告人が、判示記載の各行為を

精神疾患の治療等を目的とする宗教的な行為として行っていたとしても、正当行為

として違法性が阻却されることにはならない。また、②について、関係証拠によれ

ば、被告人は、平成３０年頃、弁護士に対して本件お茶が麻薬に当たるかどうかを

確認し、適法性が不明である旨の回答を受けたにもかかわらず、「Ｍｅｄｉ－Ｔｅ

ａ」の販売等の行為を継続していたのであるから、各犯行時、被告人に違法性の意

識がなかったということはできない。さらに、③について、全ての証拠を検討して

も、弁護人らが主張する不当な目的が検察官にあったとは認められず、検察官の訴

追裁量等に照らし、本件各公訴提起自体が職務犯罪を構成するような違法なもので

あることをうかがわせる事情も見当たらない。したがって、検察官の追起訴は公訴

権の濫用に当たらない。 

よって、弁護人らの上記各主張はいずれも採用することができない。 

【法令の適用】 

罰 条 

判示第１及び第６の各所為        
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判示第１の１及び第６の各所為は、それぞれ刑法６２条１項、麻向法６５条

１項１号 

判示第１の２の所為は、刑法６２条１項、麻向法６６条の２第１項、２７条

１項 

判示第２ないし第４の各所為 

それぞれ麻向法６８条、６５条１項１号 

判示第５の所為 

麻向法６６条の２第１項、２７条１項 

判示第７の所為 

麻向法６６条１項 

科刑上一罪の処理       

判示第１の１の罪と判示第１の２の罪につき、刑法５４条１項前段、１０条

により１罪として重い判示第１の１の罪の刑で処断 

法 律 上 の 減 軽       

判示第１の罪と判示第６の罪につき、刑法６３条、６８条３号 

併 合 罪 の 処 理  

   刑法４５条前段、４７条本文、１０条（刑及び犯情の最も重い判示第７の罪

の刑に法定の加重。ただし、短期は判示第１、第６の罪の刑のそれによる） 

執 行 猶 予  

   刑法２５条１項 

没       収 

主文掲記の液体及び麻薬水溶液につき、麻向法６９条の３第１項本文（な

お、判示第１の麻薬は、現存しないため没収することができない。） 

   主文掲記の通常貯金債権につき、国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行

為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等

に関する法律（以下「麻薬特例法」という。）１１条１項１号、２号（同債



 

- 20 - 

 

権のうち５０００円に相当する部分は判示第６の犯行により被告人が得た薬

物犯罪収益であり、これに対する利息債権は薬物犯罪収益に由来する財産で

ある。） 

追       徴   

   麻薬特例法１３条１項前段、１１条１項１号（判示第１の犯行により被告人

が得た薬物犯罪収益６０００円は、既に費消しているか、現に存在するか明

らかでなく没収することができないので、その価額を追徴する。） 

訴 訟 費 用  

   刑事訴訟法１８１条１項本文 

【量刑の理由】 

 被告人は、自ら常習的に麻薬を含有する植物から麻薬を製造・施用する傍ら、同

植物等を原材料とした商品を開発し、自ら開設したインターネットサイト等を通じ

て、長年にわたり、同商品を多数人に販売していた。本件各犯行はその一環であっ

て、悪質な犯行である。もっとも、被告人に違法性の意識がなかったとはいえない

ものの、これまで、麻薬原料植物以外の植物から麻薬成分を抽出した水溶液が麻薬

に該当するという司法判断はなかったのであり、被告人は、そのような中で、本件

お茶等に精神的効用があると信じて本件各犯行に及んだのであるから、典型的な薬

物犯罪とは一線を画する。このことは、同種事犯の中での非難を一定程度弱める事

情といえる。 

 その上で、被告人に前科がないこと、本件各罪の成立に関する法解釈等について

は争うものの、事実関係については概ね認めていること、自らの活動が違法と評価

されるのであれば、今後は行わないと述べていることなど被告人のために酌むべき

事情もある。そこで、被告人を主文掲記の懲役刑に処しつつも、その刑の執行を猶

予するのが相当であると判断した。 

 （求刑 懲役４年、主文掲記の没収及び追徴） 

   令和４年９月２６日 
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